
神戸市西区伊川谷町有瀬字土橋６６０番１０外

低層住宅地

一般住宅のほか共同
住宅等も見られる住
宅地域

5

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 90 50 20 低層住宅地

-

１中専(60,164)

新型コロナの影響は少なく、低金利及び各種政策の後押しもあり、
西区の特徴を踏まえた地域性から需要は底堅く推移している。

一般住宅や共同住宅等も見られる住宅地域であり、生活利便性等
は良好である。実需等を反映して、地価はほぼ横ばいで推移して
いる。

個別的要因に変動はない。

賃貸マンション等の収益物件も混在しているが、低層住宅を主体とする自用目的の取引が中心である。画地規模等から、賃
貸経営上合理的な建物を想定することが困難であり、収益価格は試算しなかった。生活利便性のほか環境等を重視した取引
が多く、信頼性の高い比準価格により決定すべきであるが、採用した事例に係る各種補修正率の判断の適否等を勘案の上、
周辺標準地及び指定基準地からの検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＲＣ２

一般住宅のほか共同住宅等も見られる住宅地域で、今後とも現状で推移するものと予測する。なお、景気は依然として厳し
い状況にあるが、価格水準等から今後地価は横這い傾向で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 73,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

73,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸西 13

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.0

0.0

+16.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ明石駅北東方
3.7km

ＪＲ明石
3.7km

(8)

南4.1m私道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
(60,164)

特にない 基準方位　　　　
北４．１ｍ私道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

172

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

73,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

89,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

123.0 ］

100［ ］ 103.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 8日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

73,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

0.0

+13.0

-4.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

82,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

112.8 ］

100［ ］ 103.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 28日 正常価格

令和 3年 7月 2日令和 3年 7月 1日

12,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 73,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

59,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、山陽電鉄本線及びＪＲ山陽本線沿線等で、概ね神戸市及び明石市の圏域である。需要者の中心は同一需給圏
のうち神戸市及び明石市居住者がほとんどを占める。一般住宅のほか共同住宅も見られる住宅地域で、生活利便性も良好で
ある。住宅建設は底堅い動きであり、居住環境等から需給関係も安定している。規模にもよるが、土地は１，０００万円～
１，５００万円程度、新築戸建住宅で３，０００万円～３，５００万円程度が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

西（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

西（県） －

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

清水総合鑑定

清水　信博



神戸市西区狩場台１丁目２５番７

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北80 20 25 35 戸建住宅地

-

１低専(40,80)

新型コロナの影響もある中、西区住宅地域の土地需要は、概ね、
利便性等の劣る地域は低迷し、利便性等の優る地域は底堅い。

地域要因に特別な変動はない。

個別的要因に変動はない。

対象基準地は戸建住宅団地内に存し、賃貸住宅が存在したとしても、経済合理的に賃貸事業が成り立つ地域でないため、収
益還元法の適用は断念した。したがって、自己使用目的の戸建住宅の取引が主となる住宅地域に存することから、規範性の
高い取引事例から求めた比準価格を採用し、標準地及び指定基準地との比較検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定
した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅が多い区画整然とした住宅地域である。地域要因に大きな変動はなく、需給関係から、地価水準は概ね横這
い傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 121,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

121,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸西 12

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+3.0

+17.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄西神中
央駅東
1.7km

神戸市営地下鉄西神中央
1.7km

(8)

南東6.5m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
６．５ｍ市道　　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

208

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 17.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

121,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

143,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

120.5 ］

100［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 8日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

121,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

須磨（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+6.0

+7.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

139,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

113.4 ］

100［ ］ 102.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 1日 正常価格

令和 3年 7月 1日令和 3年 7月 1日

25,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 121,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

98,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市営地下鉄西神・山手線沿線で、概ね神戸市の圏域に存する住宅地域である。需要者の中心は神戸市の居
住者が多い。西神中央駅徒歩圏外の住宅地域であるが、利便性の高い西神中央駅圏内に位置することから需給関係は比較的
安定している。市場での需要の中心となる価格帯は土地は２４００～２６００万円程度、新築の戸建物件は４０００～４５
００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

西（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

西（県） －

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　池田不動産鑑定所

池田富美夫



神戸市西区井吹台東町１丁目１０番５

戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ区画整然とし
た住宅地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 40 20 20 戸建住宅地

-

１低専(40,80)
地区計画等

新型コロナの影響で景気は依然として厳しい状況にある。但し、
神戸市西区の住宅地需要への影響は小さく、底堅い需要が認めら
れる。

最寄駅から徒歩圏に位置し、住環境も良好で、地域要因に変動は
ない。需給関係は安定しており、地価はやや上昇傾向で推移して
いる。

個別的要因に変動はない。

中規模一般住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域であり、経済的に賃貸事業が成り立つ地域ではないため、収益価格は試
算しなかった。取引は自己使用目的が中心で収益物件所有を目的とした取引は少なく、市場参加者は取引価格を指標に価格
決定するのが一般的と思料される。よって、比準価格をもって鑑定評価額を上記の通り決定した。なお、標準地及び指定基
準地から検討した価格とも均衡を得ていると判断した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域として成熟しており、当面は現状維持で推移するものと予測する。なお、
地価はやや上昇傾向で推移するものと推測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 133,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

134,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸西 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-6.0

-5.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄西神南
駅北東方
750m

神戸市営地下鉄西神南
750m

(8)

北西6m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　
地区計画等

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道　　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

224

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 220  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

134,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

121,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.8％ ％

90.2 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

134,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

須磨（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-3.0

+4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

139,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

100.9 ］

100［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 25日 正常価格

令和 3年 7月 2日令和 3年 7月 1日

30,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 134,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

105,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は市営地下鉄西神・山手線沿線で概ね神戸市の圏域に存する住宅地域である。需要者は神戸市内の居住者が中心
であるが、隣接市等からの転入も認められる。最寄駅から比較的近く、生活利便性は良好であり、住環境も良好な区画整然
とした住宅地域で、需給関係は概ね安定している。土地は基準地と同程度の規模で３，０００万円程度、新築戸建住宅は５，
０００万円程度が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

西（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

西（県） －

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　谷澤総合鑑定所　神戸支社

入田裕和



神戸市西区美穂が丘２丁目３番１３

戸建住宅地

一般住宅が多い区画
整然とした住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北45 30 30 30 戸建住宅地

-

１低専(40,80)

西区の人口は微減傾向。区内の地価は横ばい地点が多く、住宅地
価に新型コロナウイルス感染症の大きな影響は見られない。

神戸市中心部への交通接近条件の劣る神戸電鉄粟生線沿線の住宅
地域では、住宅地需要は弱い傾向にある。

個別的要因に変動はない。

対象基準地は戸建住宅用に開発された住宅団地内に所在しており、転勤時の定期借家が見られる程度で、賃貸需要を想定す
るのは現実妥当性を欠くため収益価格は試算しなかった。居住の快適性・利便性に着目した自用目的の土地取引が中心であ
ることから、市場性を反映した比準価格を採用し、代表標準地からの変動率を踏まえた上で、鑑定評価額を上記の通り決定
した。

［

［

住宅
Ｗ２

丘陵地に中規模戸建住宅が建ち並ぶ熟成した住宅地域であり、特段の地域要因の変動は見られない。郊外型住宅団地への需
要は弱く、地価は下落基調が継続している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 41,600円／㎡

公示価格 41,400円／㎡

標準地番号 神戸西 3-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

41,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸西 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄押部谷駅東
700m

神戸電鉄押部谷
700m

(8)

北西6.2m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
６．２ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

283

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 230  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

41,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

41,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0 -0.5％ ％

100 ］

99.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 25日 正常価格

令和 3年 7月 4日令和 3年 7月 1日

11,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 41,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

33,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸電鉄粟生線沿線で、概ね神戸市北西部の住宅地域。需要者の中心は神戸市内の居住者が占めている。神戸
電鉄粟生線沿線住宅団地においては、需要水準が低く地価は下落傾向が続いているが、総額を抑えた物件への底堅い需要も
ある。市場の中心となる価格帯は標準的な規模の土地で１，１００万円～１，２００万円程度、新築の戸建住宅は３，００
０万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

西（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

西（県） －

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

近藤亮太不動産鑑定事務所

近藤　亮太



神戸市西区南別府３丁目６番１５

戸建住宅地

小規模一般住宅が多
い区画整理済の住宅
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北15 25 50 50 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

新型コロナの影響はそれほどでもなく、神戸市西区における
不動産市況は地域によって異なり、二極化の傾向が見られる。

神戸市西区の標準的な住宅地域としての地位を維持し、地域
要因に特別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

周辺にはアパート等の収益物件も見られるが、本件土地は画地規模が小さく経済合理的な賃貸経営は困難であることか
ら収益価格は試算しなかった。比準価格は周辺の売買実例をもとに適切に算定されており、現実の市場を反映する実証
的なものと考えられる。よって、本件では比準価格を標準とし、前年価格等からの検討を踏まえ、直近の市場動向にも
留意しつつ、上記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は区画整然とした住宅地域として熟成しており、当面は現状を維持するものと予測する。新型コロナの影響は
予断を許さないが、地価は概ね横ばいないし強含みの傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 82,000円／㎡

公示価格 82,000円／㎡

標準地番号 神戸西 1-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

82,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸西 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ明石駅北東
3.8km

ＪＲ明石
3.8km

(8)

南東6m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

119

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 120  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

82,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

82,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 0.0％ ％

100 ］

100［ ］ 102.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 8日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 4日 正常価格

令和 3年 7月 5日令和 3年 7月 1日

9,760,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 82,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

66,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線及び神戸市営地下鉄西神山手線沿線などで神戸市西部及び明石市の圏域に存する住宅地域で
ある。需要者は神戸市及び明石市の一次取得者などが中心となっている。周辺では新規分譲住宅も見られ、市内の住宅
地としては価格水準は比較的低位にあることから、需給は安定的に推移している。土地は１，０００万円程度、新築戸
建住宅は２，５００万円から３，０００万円程度の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

西（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

西（県） －

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

三宮鑑定所

植木剛



神戸市西区池上２丁目８番６

低層住宅地

一般住宅のほか共同
住宅等も見られる住
宅地域

14

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 30 25 20 低層住宅地

-

１低専(50,100)

新型コロナの影響もある中、西区住宅地域の土地需要は、概ね、
利便性等の劣る地域は低迷し、利便性等の優る地域は底堅い。

地域要因に特別な変動はない。

個別的要因に変動はない。

対象基準地は一般住宅の中に共同住宅等も見られる住宅地域である。収益価格は理論的な価格であるが、純収益の把握等に
おいて想定的な要素があるため、やや規範性が劣る。したがって、規範性の高い取引事例より求められた比準価格を重視し、
収益価格を参考として、標準地及び指定基準地との比較検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

一般住宅のほか共同住宅等も見られる区画整然とした住宅地域である。地域要因に大きな変動はなく、需給関係から、地価
水準は概ね横這い傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 96,400円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

97,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸西 24

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

0.0

-13.0

+5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄伊川谷
駅南西
2.2km

神戸市営地下鉄伊川谷
2.2km

(8)

南西6.2m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
６．２ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

244

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 240  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

96,400 円／㎡

56,700 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

86,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

90.4 ］

100［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 8日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

96,700

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

-16.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

82,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

84.0 ］

100［ ］ 101.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 1日 正常価格

令和 3年 7月 1日令和 3年 7月 1日

23,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 96,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

77,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市営地下鉄西神・山手線及びＪＲ山陽本線沿線で、概ね神戸市及び明石市の圏域に存する住宅地域である。
需要者の中心は神戸市及び明石市の居住者が多い。バス利用の地域であるが、近くに生活利便施設も多いことから、需給関
係は比較的安定している。市場での需要の中心となる価格帯は土地は２０００～２５００万円程度、新築の戸建物件は３５
００～４０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

西（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

西（県） －

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　池田不動産鑑定所

池田富美夫



神戸市西区北別府４丁目１１番６

戸建住宅地

一般住宅のほか店舗
・マンション等も混
在する地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北45 15 30 0 戸建住宅地

-

２住居(60,200)

新型コロナの影響はそれほどでもなく、神戸市西区における
不動産市況は地域によって異なり、二極化の傾向が見られる。

バス便となるが、西区内の標準的な住宅地域としての熟成し
つつあり、地域要因に特別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

比準価格は付近の密接な価格牽連性を有する売買実例をもとに適切に算定されており、現実の市場を反映するものと思
料する。周辺地域では賃貸物件も見られるが、本件土地では画地規模等の観点から経済合理的な賃貸経営は困難である
ため収益価格は算定しなかった。地域は自用目的での取引が中心であることから、本件では比準価格を標準とし、代表
標準地を規準とした価格を踏まえ、直近の市場動向にも留意のうえ、上記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

主として戸建住宅が建ち並ぶほか共同住宅等も見られる住宅地域である。周辺地域では残存農地の宅地化が進んでおり、
新型コロナの影響は予断を許さないが、地価は横ばいないし強含みで推移すると思われる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 104,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

102,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸西 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

0.0

-13.0

-5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ明石駅北東
3.6km

ＪＲ明石
3.6km

(8)

北10m市道､東側道

２住居
(60,200)

（その他）　　　　
(70,200)

特にない 基準方位　北
１０ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

154

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 13.5  ｍ、　規模 160  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

104,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

82,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

80.2 ］

100［ ］ 102.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0

+2.0

方位

角地

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 4日 正常価格

令和 3年 7月 5日令和 3年 7月 1日

16,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 104,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

83,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線及び市営地下鉄西神山手線沿線で神戸市西部及び明石市の圏域に存する住宅地域である。需
要者は神戸市及び明石市の居住者などが中心となる。駅からは離れるが、周辺の幹線道路沿いには各種店舗等が立地し
て生活利便性は良好であり、需給は比較的安定的に推移している。土地で１，５００万円程度、新築戸建住宅では３，
５００万円程度の物件が取引の中心価格帯となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

西（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

西（県） －

基準地番号 提出先

7 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

三宮鑑定所

植木剛



神戸市西区押部谷町栄字北萬覚２９０番３７

戸建住宅地

中規模の一般住宅が
区画整然と建ち並ぶ
住宅地域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 20 20 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

コロナ禍の影響もある中、西区は人口減少・高齢化が進展してお
り、住宅地の地価は北部郊外を中心に下落、南部は概ね横ばい。

区画整然とした閑静な住宅地域であり、生活利便性が高いとは言
えないこと等から、地価は下落で推移している。

個別的要因に変動はない。

基準地の規模では自己利用目的での取引が殆どであるため、収益価格を求めるための規範性を有する賃貸事例の収集に限界
があること、また、戸建賃貸住宅が存在しても転勤等の特殊な事情に基づくものが中心で、経済的に賃貸事業が成り立つ地
域ではないこと等から、収益還元法の適用を断念した。よって標準地及び指定基準地との比較検討を踏まえ、規範性を有す
る取引事例より求められた比準価格を以て、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

区画整然とした閑静な住宅地域であり、地域要因に大きな変動はなく、需給関係から今後も地価は弱含みで推移するものと
予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 37,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

36,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸西 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-14.0

+47.0

-1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄栄駅北東
210m

神戸電鉄栄
210m

(8)

北6m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

214

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 14.0  ｍ、　規模 210  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

36,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

46,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.4％ ％

125.2 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

36,500

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-5.0

+20.0

-1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

41,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

112.9 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 10日 正常価格

令和 3年 7月 7日令和 3年 7月 1日

7,810,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 36,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

29,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、概ね神戸市西区北部の圏域にあって、神鉄粟生線沿線の住宅地域である。需要者は神戸市居住者が大半を占
める。区画整然とした閑静な住宅地域ではあるものの、利便性が高いとは言えず、また、昨今の都心回帰傾向等も相俟って、
需給関係は弱含みである。土地取引については、土地建物一体としての取引が散発的にみられる程度で、土地の中心的価格
帯は把握し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

西（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

西（県） －

基準地番号 提出先

8 兵庫県

所属分科会名

第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

山陽不動産鑑定株式会社

新玉正男



神戸市西区枝吉１丁目１０４番３

戸建住宅地

小規模一般住宅が多
い既成住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 15 60 15 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

新型コロナ禍による景気の腰折れが鮮明となるも、足元の実需へ
の影響は軽微であり、西区における地価は概ね安定的に推移して
いる。

旧来よりの既成住宅地域であり、地域要因も安定的に推移してお
り、顕著な変化は認められない。

個別的要因に変動はない。

近隣地域を含む一帯は、小規模一般住宅を中心とする市街地内の住宅地域であるが、対象地は画地規模等の制約により、賃
貸経営上、合理的な建物の建築を想定することが困難であったことから、収益還元法は適用できなかった。よって、本件に
おいては、信頼性の高い複数の取引事例を基礎資料として算定された比準価格を標準として、代表標準地との検討をも踏ま
え、上記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

小規模一般住宅を中心とする住宅地域であり、地域要因に特別の変動もなく、今後も現状の通り推移するものと予測する。
なお、底堅い実需が見込まれるため、地域における地価は安定的に推移している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 87,500円／㎡

公示価格 87,500円／㎡

標準地番号 神戸西 22-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

87,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸西 22

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ明石駅北西方
2.7km

ＪＲ明石
2.7km

(8)

西6m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない。 基準方位北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

107

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0  ｍ、　奥行　約 14.0  ｍ、　規模 110  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

87,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

87,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 0.0％ ％

100 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 25日 正常価格

令和 3年 7月 2日令和 3年 7月 1日

9,360,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 87,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

72,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線及び山陽電鉄本線沿線で、神戸市西部及び明石市東部に位置する普通住宅地域である。需要者の
中心は圏内居住者であり、圏外からの転入は見込みにくい。小規模一般住宅を中心とする普通住宅地域であり、中古流通を
はじめ、低未利用地の開発による新規供給も継続的に見られるものの、需要も相応にあり、需給は安定的に推移している。
土地１，０００万円程度、新築建売で２，５００万円程度の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

西（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

西（県） －

基準地番号 提出先

9 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

有限会社近藤総合鑑定所

近藤　久男



神戸市西区富士見が丘３丁目８番３

戸建住宅地

中規模一般住宅が区
画整然と建ち並ぶ住
宅地域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 40 30 70 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

新型コロナの影響はほとんど無く、利便性の劣る物件や緩傾斜地
等地勢の劣る住宅団地に対する需要は乏しく、地価は下落傾向。

地域要因に大きな変動はないが、富士見が丘団地内で、売希望の
中古物件が増加しており、地価は下落傾向である。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅団地内にあり、事業収支の観点から賃貸事業の成り立つ地域ではないため、収益還元法は非適用とした。一方、取
引事例は周辺の住宅団地内の自用目的のものを採用し、相互に要因比較した。当該事例により試算された比準価格は市場性
を反映するものと考える。よって比準価格を採用し、標準地価格及び指定基準地価格からの規準・検討を行い、対象基準地
について影響を与える価格形成要因の変動状況をも勘案の上、上記をもって鑑定評価額と決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

中規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域で、今後も戸建住宅地域として現状のまま推移するものと予想される。地価は下落傾向
で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 38,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

37,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸西 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+3.0

+5.0

-1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄押部谷駅北西
方
1.1km

神戸電鉄押部谷
1.1km

(8)

北西8m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　　　　
北８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

200

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 15.5  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

37,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

39,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.6％ ％

104.9 ］

99.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

37,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+4.0

+9.0

-1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

41,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

110.0 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 2日 正常価格

令和 3年 7月 5日令和 3年 7月 1日

7,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 37,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

31,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸電鉄粟生線沿線に所在する各住宅団地を包含する圏域である。需要者の中心は神戸市及び三木市内の居住
者が大半を占める。地域内の緩傾斜の地勢が敬遠され、また、神戸市営地下鉄沿線に比べて、神戸中心部である三宮駅周辺
へのアクセス等交通接近条件も劣るため、新築物件及び中古物件とも総じて需要は弱含み。土地は７００万円～１０００万
円程度、新築戸建は２０００万円～２５００万円程度の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

西（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

西（県） －

基準地番号 提出先

10 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　山本総合鑑定

山本昌生



神戸市西区上新地２丁目５番５

戸建住宅地

区画整理後の住宅地
に介在する農家住宅
地域

17

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 10 40 0 戸建住宅地

-

１低専(60,150)

新型コロナ禍による景気の腰折れが鮮明となるも、足元の実需へ
の影響は軽微であり、西区における地価は概ね安定的に推移して
いる。

開発等による画地の細分化が近隣まで迫りつつあり、将来的には、
標準的画地規模の変容も見込まれる。

個別的要因に変動はない。

近隣地域を含む一帯は、低層の一般住宅が建ち並ぶ住宅地域であり、経済合理性に適う賃貸住宅の想定は非現実的であるこ
とから、収益還元法は適用できなかった。よって、本件においては、信頼性の高い複数の取引事例を基礎資料として算定さ
れた比準価格を標準として、付近標準地及び指定基準地との検討をも踏まえ、上記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

低層の一般住宅を中心とする住宅地域であり、開発等による画地の細分化が近隣まで迫りつつある。なお、底堅い実需が見
込まれるため、地域における地価は安定的に推移している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 60,700円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

60,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸西 9

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+4.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ大久保駅北方
4km

ＪＲ大久保
4km

(8)

北6m市道

１低専
(60,150)

（その他）　　　　

特にない。 基準方位北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

335

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

18.0  ｍ、　奥行　約 18.5  ｍ、　規模 330  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

60,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

61,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

100.9 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

60,700

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

明石（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+37.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

81,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

132.9 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 25日 正常価格

令和 3年 7月 2日令和 3年 7月 1日

20,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 60,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

49,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線及び山陽電鉄本線沿線で、神戸市西部及び明石市に位置する既成住宅地域である。需要者の中心
は圏内居住者であり、圏外からの転入は見込みにくい。低層の一般住宅を中心とする住宅地域であり、中古流通をはじめ、
開発等による新規供給も継続的に見られるものの、需要も相応にあり、需給は安定的に推移している。規模による総額の幅
が見られるものの、土地の単価で６万円／㎡前後の物件が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

西（県） 11－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

西（県） －

基準地番号 提出先

11 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

有限会社近藤総合鑑定所

近藤　久男



神戸市西区持子２丁目２１番２

戸建住宅地

小規模一般住宅、ア
パート等が混在する
住宅地域

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 80 50 50 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

コロナ禍の影響もある中、西区は人口減少・高齢化が進展してお
り、住宅地の地価は北部郊外を中心に下落、南部は概ね横ばい。

小規模一般住宅が多い住宅地域で、駅からはバス便となるが、一
次取得者層を中心とした需要が底堅い。

個別的要因に変動はない。

基準地の規模では自己利用目的での取引が殆どであるため、収益価格を求めるための規範性を有する賃貸事例の収集に限界
があること、また、戸建賃貸住宅が存在しても転勤等の特殊な事情に基づくものが中心で、経済的に賃貸事業が成り立つ地
域ではないこと等から、収益還元法の適用を断念した。よって標準地及び指定基準地との比較検討を踏まえ、規範性を有す
る取引事例より求められた比準価格を以て、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

小規模一般住宅のほかアパートや駐車場等も混在する住宅地域である。地域要因に大きな変動はないが、国道の背後にあっ
て、利便性が比較的高いことなどから、今後も地価は安定的に推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 91,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

90,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸西 21

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ明石駅北西
3.3km

ＪＲ明石
3.3km

(8)

南西6m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

100

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0  ｍ、　奥行　約 14.0  ｍ、　規模 110  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

91,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

91,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

101.0 ］

100［ ］ 101.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 8日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

91,100

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

西（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

-3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

87,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

97.0 ］

100［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 10日 正常価格

令和 3年 7月 7日令和 3年 7月 1日

9,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 91,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

73,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、概ね神戸市南西部や明石市東部のバス圏に存する住宅地域である。需要者の中心は神戸市及び明石市内の居
住者が多い。昨今の都心回帰傾向や競合する新規分譲住宅の供給圧力等がある一方、国道の背後にあって、周辺には店舗等
も多く、利便性が比較的高いことなどから、需要は安定的で、地価は横ばいで推移している。土地は８００～１０００万円
程度、新築の戸建物件は２５００～３０００万円程度での取引が中心と思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

西（県） 12－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

西（県） －

基準地番号 提出先

12 兵庫県

所属分科会名

第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

山陽不動産鑑定株式会社

新玉正男



神戸市西区糀台３丁目２８番３

戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ区画整然とし
た住宅地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 100 50 100 戸建住宅地

-

１低専(40,80)

新型コロナの影響は少なく、低金利及び各種政策の後押しもあり、
西区の特徴を踏まえた地域性から需要は底堅く推移している。

中規模一般住宅が多い区画整然とした住宅地域であり、利便性等
は良好である。実需等を反映して、地価は上昇傾向で推移してい
る。

個別的要因に変動はない。

収益物件は少なく、戸建住宅を主体とする自用目的の取引が中心である。戸建賃貸住宅が存在しても転勤等の特殊な事情に
基づくものが中心であり、経済的に賃貸事業は成り立つ地域ではないため、収益価格は試算しなかった。利便性のほか環境
を重視した取引が多く、信頼性の高い比準価格により決定すべきであるが、採用した事例に係る各種補修正率の判断の適否
等を勘案の上、周辺標準地及び指定基準地からの検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域で、今後とも現状で推移するものと予測する。なお、景気は依然として
厳しい状況にあるが、価格水準等から今後地価は上昇傾向で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 154,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

155,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸西 12

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-4.0

-1.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄西神中
央駅南東方
800m

神戸市営地下鉄西神中央
800m

(8)

南6.5m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　

特にない。 基準方位北
６．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

224

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 230  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

155,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

143,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.6％ ％

95.0 ］

100［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 8日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

154,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

須磨（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-2.0

-8.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

139,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

90.2 ］

100［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 28日 正常価格

令和 3年 7月 2日令和 3年 7月 1日

34,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 155,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

125,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、市営地下鉄西神山手線沿線等で、概ね神戸市の圏域である。需要者の中心は同一需給圏のうち神戸市居住者
がほとんどを占める。中規模一般住宅が多い区画整然とした住宅地域であり、利便性も良好である。住宅建設は底堅い動き
となっているが、居住環境等から需給関係も比較的安定している。規模にもよるが、土地は３，０００万円～３，５００万
円程度、新築戸建住宅で５，０００万円～５，５００万円程度が需要の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

西（県） 13－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

西（県） －

基準地番号 提出先

13 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

清水総合鑑定

清水　信博



神戸市西区持子３丁目３番

中層店舗、事務所、住宅併用地

中規模店舗、事業所
等が混在する路線商
業地域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 70 70 70 中層店舗、事務所、住宅併用地

-

準住居(60,200)

新型コロナの影響で景気は依然として厳しい状況にある。但し、
神戸市西区の商業地需要への影響は小さく、需給関係は安定して
いる。

交通量の比較的多い国道沿いの路線商業地域で、地域要因に変動
はなく、需給関係は安定している。地価は概ね横ばいで推移して
いる。

個別的要因に変動はない。

中規模店舗、事業所等が混在する路線商業地域であるが、投資目的の収益物件は少ない。取引は自用又は自用兼用目的が多
く、市場参加者は現実の取引価格を指標に意思決定を行う傾向にある。よって、市場動向を反映した実証的な比準価格を重
視しつつ収益価格を関連付け、鑑定評価額を上記の通り決定した。なお、標準地及び指定基準地から検討した価格との均衡
も得ていると判断した。

［

［

店舗兼共同住宅
ＲＣ４

店舗、事業所等が混在する路線商業地域として熟成しており、当面は現状維持で推移するものと予測する。なお、地価は概
ね横ばいで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 117,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

117,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸西 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

-8.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ明石駅北西方
3.9km

ＪＲ明石
3.9km

(8)

西20m国道

準住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない ２０ｍ　国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

814

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

32.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 800  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

120,000 円／㎡

98,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

108,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

92.0 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

117,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

明石（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+9.0

+11.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

141,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

119.8 ］

99.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 25日 正常価格

令和 3年 7月 2日令和 3年 7月 1日

95,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 117,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

94,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ山陽本線、山陽電鉄本線、市営地下鉄西神・山手線等沿線で、概ね神戸市西部及び明石市の圏域に存する
商業地域である。需要の中心は不動産業者、事業者等であり、同一需給圏内の需要者が多いが、飲食チェーン店等について
は圏外からの需要も認められる。交通量の比較的多い国道沿いに位置し、道路アクセスも良好で需給関係は概ね安定してい
る。なお、中心となる価格帯については個別性が強く判定出来なかった。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

西（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

西（県） －5

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第4分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　谷澤総合鑑定所　神戸支社

入田裕和



神戸市西区伊川谷町有瀬字東高見１３０４番

低層店舗地

小売店舗、飲食店舗
等が多い路線商業地
域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 100 70 30 低層店舗地

-

準住居(60,200)

コロナ禍による影響は軽微で、郊外路線沿いのエリアでは店舗の
稼働状況に変化はない等から区内の地価は総じて横這い傾向とな
った。

空地が生じても跡地では比較的早期に新規出店がみられる等から
実需は常に見込める立地にあり、地価は僅かながら上昇した。

個別的要因に変動はない。

地域内の利用状況を勘案のうえ低層店舗の一棟貸しを想定し収益価格を求めた。しかし、当該利用は建設協力金方式等契約
内容が多様で標準化し難い状況にあり、賃貸条件の想定はやや説得力を欠く側面がある。また、利用形態自体も多様な路線
商業地域であることから本件においては比準価格をより重視し収益価格を比較考量して、鑑定評価額を上記のとおり決定し
た。また、当該評価額は下記（８）の規準結果との均衡を得ており、（９）の検討も併せて行った。

［

［

店舗
Ｓ１

当該地域は在来の路線商業地域であり、車両通行量等から商況は良好で当分現状維持と予測する。地価は当面安定的に推移
するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 118,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

119,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸西 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

0.0

-10.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ明石駅北東方
3.2km

ＪＲ明石
3.2km

(8)

南15m県道

準住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない １５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

719

( )

⑨法令上の規制等

台形
1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

28.0 ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 700 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

125,000 円／㎡

80,700 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

108,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.8％ ％

90.9 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0形状

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

119,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

明石（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+9.0

+8.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

141,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

117.7 ］

99.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 1日 正常価格

令和 3年 7月 5日令和 3年 7月 1日

85,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 119,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

94,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね明石市及び神戸市内の郊外幹線道路沿いを主とする商業地域。需要者は地縁性のある地元業者のほかチェ
－ン展開型の店舗事業者等が想定される。商況が安定した路線商業地域で店舗集積は高く実需は常に見込める状況にある。
一方供給は限定的で既存物件が中心となる。当該状況から取引自体が少ないうえ取引規模等が一様でないため中心となる価
格帯は見出せない状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

西（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

西（県） －5

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４

業者名

印不動産鑑定士氏名

野島不動産鑑定事務所

野島準一



神戸市西区糀台５丁目２番９

低層店舗地

店舗、共同住宅等を
主体とする商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 60 150 40 低層店舗地

-

商業(80,400)

新型コロナ禍による景気の腰折れが鮮明となるも、足元の実需へ
の影響は軽微であり、西区における地価は概ね安定的に推移して
いる。

利便性に優れる商業地域であり、神戸市の活性化プランにより将
来の発展性が期待される。

個別的要因に変動はない。

近隣地域を含む一帯は、中低層の店舗や事業所が建ち並ぶ普通商業地域であり、事業用地や収益物件用地としての需要が中
心となる市場環境にあることから、試算価格の調整に当たっては、収益採算性の観点からの検討をも十分に行う必要がある。
よって、本件においては、信頼性の高い複数の取引事例を基礎資料として算定された比準価格に収益価格を関連づけ、さら
には付近標準地との検討をも踏まえて、上記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗兼事務所
ＲＣ２

駅前中心商業地の外縁に位置する商業地域であり、近隣に区役所の移転が予定されていることなどから、今後の地域的発展
性が期待される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 257,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

258,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸須磨 6

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+3.0

-17.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄西神中
央駅南東方
450m

神戸市営地下鉄西神中央
450m

(8)

東25m市道

商業
(80,400)

（その他）　　　　

特にない。 ２５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

854

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 42.0  ｍ、　規模 850  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

265,000 円／㎡

197,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

221,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.2％ ％

85.5 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 25日 正常価格

令和 3年 7月 2日令和 3年 7月 1日

222,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 260,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

205,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市以西の主要駅に近接する普通商業地域である。需要者の中心は圏内に地縁を有する個人事業者若しくは
事業法人であるが、画地の規模等によっては、広域事業法人等も想定される。駅前中心商業地の外縁に位置する普通商業地
域であり、神戸市人口減少対策「リノベ－ション神戸」による活性化プランが発表され、需給は強含みに推移している。取
引当事者の属性や業態など、取引に係る個別性が強く、需要の中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

西（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

西（県） －5

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

有限会社近藤総合鑑定所

近藤　久男



神戸市西区高塚台３丁目２番１１

工場地

大中規模工場等が建
ち並ぶ工業団地

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 100 150 工場地

-

工専(60,200)

景気は厳しい状況だが、企業収益は持ち直しており、新型コロナ
の影響は少なく、西区の良好な不動産の需要は堅調に推移してい
る。

大中規模工場等が建ち並ぶ工業団地地域であり、周辺幹線道路等
の交通施設も充実しており、地価は上昇傾向で推移している。

個別的要因に変動はない。

工業生産のため土地の利用度を重視する工業団地であり、自用目的での取引が中心である。一方、賃貸市場は未成熟であり、
工場の適切な賃貸事例の把握が困難であることから収益価格は試算しなかった。利便性のほか利用度等を重視した取引が多
く、信頼性の高い比準価格により決定すべきであるが、採用した事例に係る各種補修正率の判断の適否等を勘案の上、周辺
標準地を規準とした価格との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

工場・事務所
Ｓ１

大中規模工場等が建ち並ぶ工業団地地域で、今後とも現状で推移するものと予測する。なお、景気は依然として厳しい状況
にあるが、地価水準等から今後地価は上昇傾向で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 50,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

52,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸西 7

代表標準地 標準地

9

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-4.0

-6.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸市営地下鉄西神中
央駅北方
1.4km

神戸市営地下鉄西神中央
1.4km

(8)

南東17.5m市道

工専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない １７．５ｍ市道　
　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

4,321

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

48.0  ｍ、　奥行　約 90.0  ｍ、　規模 4,300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

52,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

47,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+4.0％ ％

91.1 ］

101.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 28日 正常価格

令和 3年 7月 2日令和 3年 7月 1日

227,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 52,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

41,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市及び隣接諸都市を含む広域的な圏域の内陸型工業地域であり、需要者の中心は資本力を有した全国規模
で事業を展開する法人等である。大中規模工場等が建ち並ぶ工業団地地域であり、周辺幹線道路等の交通施設も充実してい
る影響も存する。設備投資はこのところ持ち直しており、比較的利便性も高く、需要も十分に見込まれる地域であるが、規
模等により取引される価格帯もまちまちであり、需要の中心となる価格帯は見出せない状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

西（県） 1－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

西（県） －9

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫県第４分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

清水総合鑑定

清水　信博


